
Ⅲ 働き方改革推進支援助成金
・業務改善助成金、
無期転換ルール

令和5年10月16日

滋賀労働局 雇用環境・均等室



本日の内容

労働時間設定改善法と労働時間等見直しガイドラインについて

働き方改革推進支援助成金について

業務改善助成金について

無期転換ルールと有期特措法について

働き方・休み方改善コンサルタントについて
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労働時間等設定改善法について

健康で充実した生活（ワーク・ライフ・バランス）を実現するために、労使の自
主的な努力を促進する法律

事業主の責務

① 労働時間等の設定の改善を図るための措置を講ずること

• 業務の繁閑に応じた労働者の始業及び終業の時刻の設定

• 健康及び福祉を確保するために必要な就業から始業までの時間の設定（＝
勤務間インターバル制度）２０１９年4月より努力義務化

• 年次有給休暇を取得しやすい環境の整備

② 特に配慮を必要とする労働者の事情を考慮した休暇の付与や労働時間等の設定

③ 他の事業主との取引を行う場合、短納期発注を行わないこと
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労働時間等見直しガイドラインについて

①労使で話し合う機会を設けましょう

労働時間等設定改善委員会、３６協定に関する協議の場など。定期的に実施

具体的な話し合いの内容例

✓時間外・休日労働や年次有給休暇の取得率の現状

✓長時間労働をしている労働者の心身の健康保持や時間外・休日労働の削減方策

✓健康面に気を付けなければならない人や育児・介護を行っている人など、特に
配慮を必要とする労働者についての対応

✓年次有給休暇の取得率の目標づくり

✓年次有給休暇の計画的付与制度の導入など年次有給休暇を取りやすくする具体
策
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②業務の特性に応じた柔軟な働き方を導入しましょう

→変形労働時間制の活用など

③時間外・休日労働を削減しましょう

→労働時間の上限規制を踏まえたノー残業デーの導入など

④年休の取得しやすい環境を整備しましょう

→年5日の年次有給休暇の取得に向けて、計画的付与制度や時間単位付
与制度の導入など

⑤労働者の健康保持やワーク・ライフ・バランスに資する働き方を推進しま
しょう

→睡眠時間を確保するための勤務間インターバル制度導入など
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年次有給休暇の計画的付与について

• 原則ルール 労働者が請求する時季に与える

• 労使協定を締結することにより、前もって計画的に休暇取得日を割り振ることが
できる

→労務管理がしやすく、労働者も取得にためらいを感じにくい

• 日数 付与日数から５日を除いた残りの日数を計画的付与の対象にできる

• 活用方法 企業、事業場の実態に合わせて活用が可能
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時間単位の年次有給休暇について

• 原則ルール １日単位

• 労使協定を締結することにより、時間単位での取得が可能
→通院、子どもの行事、官公署への諸届など必要な時間分だけ取得できる
ため、多様なニーズに柔軟に対応することができる

• 日数 １年５日以内

※半日単位の年休取得について

労働者が希望し、使用者が同意した場合であれば、労使協定が締結されていない場合でも、
日単位取得の阻害とならない範囲で半日単位で与えることが可能です
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勤務間インターバル制度について

終業時刻から次の始業時刻の間に、一定時間以上の休息時間（インターバル時
間）を設けることで、従業員の生活時間や睡眠時間を確保しようとするもの。
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勤務間インターバル制度の導入事例（参考）

「勤務間インターバル制度 導入・運用マニュアル 高齢者福祉・介護事業種版」より抜粋
9



10



①

②

③

④

⑤
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働き方改革推進支援助成金について（対象事業主）

• 生産性を向上させ、成果目標の達成に取り組む中小企業（※）の事業主

（※）中小企業事業主の範囲

（サービス業の場合は以下のいずれかを満たす企業）

A.資本または出資額が５０００万円以下

B.常時使用する労働者が１００人以下（介護老人保健施設は３００人以下）

※「資本金または出資」の概念がない場合、「常時使用する労働者の数」のみで判断します

• 年５日の年休取得に向けて就業規則等を整備していること

• その他各成果目標に設けられた要件
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働き方改革推進支援助成金について（成果目標）

労働時間短縮・年休促進支援コース

① ３６協定の時間外・休日労働時間数を縮減

• 月８０時間超→月６０時間以下

• 月６０時間超→月６０時間以下

• 月８０時間超→月８０時間以下

② 年次有給休暇の計画的付与制度を新たに導入

③ 時間単位の年次有給休暇制度を新たに導入し、かつ、特別休暇（病気休暇、教育
訓練休暇、ボランティア休暇、新型コロナウイルス感染症対応のための休暇、不
妊治療のための休暇、時間単位の特別休暇）のいずれか1つ以上を新たに導入

①②③の１つ以上選択。３つとも選択することも可能。
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働き方改革推進支援助成金について（成果目標）

勤務間インターバル制度導入コース

① 新規導入
（勤務間インターバル制度を導入していない事業場が、所属労働者の半数を超え
る労働者を対象として休息時間が９時間以上のインターバル制度を導入する）

② 適用範囲の拡大
（既に９時間以上のインターバルを導入している事業場が、
対象労働者の範囲を拡大し、半数を超える労働者を対象とする）

③ 時間延長
（既に９時間未満のインターバルを導入している事業場が、
所属労働者の半数を超える労働者を対象として休息時間を
２時間以上延長して、９時間以上とする）

※過去２年間において、月45時間を超える時間外労働の実態がある事業場が対象
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働き方改革推進支援助成金について（成果目標）

労働時間適正管理推進コース

① 新たに勤怠（労働時間）管理と賃金計算等をリンクさせ、賃金台帳等を作成・管
理・保存できるような統合管理ITシステムを用いた労働時間管理方法を採用

② 新たに賃金台帳等の労務管理書類について５年間保存することを就業規則等に
規定

③ 「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に
関するガイドライン」にかかる研修を労働者及び労務管理担当者
に対して実施

①②③すべてを達成
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働き方改革推進支援助成金について（取組内容）

成果目標達成のための取組～いずれか1つ以上を実施～

① 労務管理担当者に対する研修

② 労働者に対する研修、周知・啓発

③ 外部専門家によるコンサルティング

④ 就業規則・労使協定等の作成・変更

➢ 専門家による業務体制等の現状の把握、問題点・原因の分析、対策の検討・実施 など

➢ 時間外労働の上限設定や特別休暇、時間単位の年次有給休暇制度の創設等を行うために必
要な就業規則・労使協定等の作成・変更、届出
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働き方改革推進支援助成金について（取組内容）

⑤ 人材確保に向けた取り組み

⑥ 労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、の導入・更新

⑦ 労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・更新

➢ 勤怠管理ソフトウェア等の導入・更新
➢ 労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を記録することができるタイムレコーダー、IC

カード、ICカードの読み取り装置等の導入・更新

➢ 介護ベッド、超音波診断装置の購入
➢ 福祉車両、車椅子自動車、業務用自動車の購入 など

➢ 求人情報サイトや求人情報誌、新聞等への求人広告の掲載
➢ 合同企業説明会への出展
➢ 求人パンフレット・ダイレクトメール等の作成
➢ 人材採用に向けたホームページの作成・変更 など
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働き方改革推進支援助成金について（助成額）

上限額

対象経費の合計額×４分の３または上限額＋賃金加算のいずれか低い方を助成

36協定の見直し
80時間超→60時間以下

２００万円
インターバル制度の導入

９～１１時間
８０万円
（４０万円）

勤怠システムの採用 １００万円

36協定の見直し
60時間超→60時間以下

１５０万円
インターバル制度の導入

１１時間以上
１００万円
（５０万円）

36協定の見直し
80時間超→80時間以下

１００万円

計画的付与の導入 ２５万円

時間年休＆特別休暇の導入 ２５万円

年休促進コース インターバルコース 適正管理コース

（　　）内は、範囲拡大、時間延長のみ
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働き方改革推進支援助成金について（賃上げ加算）

指定する労働者の時間当たりの賃金額を3％以上または、５％以上の賃金引き上げ
を行うことを成果目標に加えることができます。

常
時
使
用
す
る

労
働
者
数
が

30
人
以
下

引き上げ人数 １～３人 ４～６人 ７～10人 11人～30人

３％以上
引き上げ

３０万円 ６０万円 １００万円
１人当たり１０万円
（上限３００万円）

５％以上
引き上げ

４８万円 ９６万円 １６０万円
１人当たり１６万円
（上限４８０万円）

常
時
使
用
す
る

労
働
者
数
が

30
人
を
超
え
る

引き上げ人数 １～３人 ４～６人 ７～10人 11人～30人

３％以上
引き上げ

１５万円 ３０万円 ５０万円
１人当たり５万円
（上限１５０万円）

５％以上
引き上げ

２４万円 ４８万円 ８０万円
１人当たり８万円
（上限２４０万円）
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働き方改革推進支援助成金について（手続き①）

交付申請

交付決定

事業実施

令和５年１１月３０日（木）まで＊予告なく締め切ることがあります

交付決定前に事業実施した場合は不支給

労使の話し合い、機器の購入、３６協定の作成など

申請書
事業実施
計画

就業規則 見積書

など
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実施計画

定期的に労使で話し合い、
議事録・写真を保管してく

ださい

成果目標などの実施計画を
労働者に周知してください
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実施計画

現状の作業方法（問題点）、
事業実施による生産性向上、
労働者の労働能率の増進、
業務改善の効果について、
具体的に記入してください

経費の算出に当たっては
相見積もりが必要です
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働き方改革推進支援助成金について（手続き②）

事業実施結果報告
・支給申請

支給決定

アンケート・コンサル
タントによる確認

事業実施予定期間が終了した日から起算して
30日後の日または

令和６年2月9日（金）のいずれか早い日まで

申請書
事業実施
結果報告

話し合い
の議事録

銀行振込
受領書

など
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導入事例①
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導入事例②

「生産性向上のヒント集」より抜粋
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業務改善助成金について

事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を
30円以上引き上げ、生産性向上に資する設備投資
等を行った場合に、その設備投資等にかかった費
用の一部を助成する制度。
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※令和５年４月１日～１２月３１日まで
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令和６年１月３１日まで

事業完了日から起算して１月を経過する日or
令和６年４月１０日のいずれか早い日まで
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※特例事業者の場合は以下も対象
• 定員７人以上または車両本体価格200万円以下の乗用自動車や貨物自動車
• PC、スマホ、タブレット等の端末と周辺機器の新規導入
• 生産性向上に資する設備投資等に「関連する経費」
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導入事例

「生産性向上のヒント集」より抜粋
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無期転換ルールについて

同一の使用者（企業）との間で、有期労働契約が通算5年を超えて更新された場合、
有期契約労働者（契約社員、アルバイトなど）からの申込みにより、期間の定め
のない労働契約（無期労働契約）に転換されます。
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継続雇用の高齢者の特例（有期雇用特別措置法）

通常は、同一の使用者との有期労働契約が通算５年を超えて更新された場合に無
期転換申込権が発生しますが、

・適切な雇用管理に関する計画を作成し、都道府県労働局長の認定を受けた事業
主（特殊関係事業主含む）の下で、

・定年に達した後、引き続いて雇用される

有期雇用労働者（継続雇用の高齢者）については、その事業主に定年後引き続
いて雇用される期間は、無期転換申込権が発生しません。
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働き方・休み方改善コンサルタントによる無料コンサル
ティングについて

労働時間・休日・休暇等「働き方・休み方」の見直

しや労働時間の設定改善等について、事例紹介、コ

ンサルティング、助言等を行うため、専門的な知識

や豊富な経験を有する『働き方・休み方改善コンサ

ルタント』が、労働基準法等への対応を含めた労働

時間制度に関する相談や個別訪問によるコンサル

ティングで支援しています。
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お問い合わせ先

パンフレットなどは「働き方・休み方改善ポータルサイト」からもダウンロードできます

https://work-holiday.mhlw.go.jp/

働き方改革推進支援助成金 業務改善助成金 無期転換ルール

077-523-1190 0120-366-440 077-522-6648

36


